別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業振興費
	事業名:新地場産業新ビジネス創造応援プログラム補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内3095）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　90,000千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　地場産業（陶磁器、木工、刃物、アパレル、紙、食品、プラスチック、部材）の新ビジネスへの挑戦を資金、専門家等あらゆるリソースを結集して総合的に応援し、新ビジネスを創出する。

県内企業が取り組む「新規事業・サービスの立ち上げ」「成長分野への業態転換や多角化」「新アイデア・新製品の開発」などの事業化を、一連のプログラムによって、ソフト、ハード面からきめ細かく強力に支援することにより、新たな価値創造（イノベーション）へのチャレンジ意欲の喚起と対外ネットワークの強化を図り、県産業・企業の持続的ビジネス成長につなげる。

＜プログラムの概要＞
○有望な企業イノベーションの芽を発掘・選別・育成
（セミナー、講習会、ワークショップ等）
○新規助成金制度　

　上限２，０００千円×４０社程度

○専門家による継続支援
　　事業化の後も、専門家、金融機関、産業支援機関の連携により、国庫補助金等

　各種補助制度の活用をコーディネートするなど、事業の安定成長をきめ細かくサ
ポートする。
	■「地場産業新ビジネス創造応援補助金」概要（案）

対 象 者：県内中小企業者

対象事業：異分野・未開拓分野の新商品や新技術等を開発し、従来とは異なる利益率に
優れた新市場に挑戦する事業
補 助 額：上限２００万円（下限は設けない）

            補助率2/3（仮）
実施方法：（公財）岐阜県産業経済振興センターの助成制度（新設）への支援。

岐阜県産業経済振興センターにて公募・採択・交付。


	２　所要経費


　（公財）岐阜県産業経済振興センターへの補助金　90,000千円

　　[内訳]

補助金 　　　　　 　　　80,000千円
　　　スタッフ人件費2名分　 　4,801千円

　　　事務費　　　　　　　　 　5,199千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	90,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	90,000

	決定額
	90,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	90,000


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地場産業の新ビジネスへの挑戦を支援することにより、県内産業・企業の新たな価値創造への意欲喚起と対外ネットワークの強化を図り、県産業・企業の持続的ビジネス成長を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	事業化取組件数
	－
（H21）
	－
（H22）
	－
（H23）
	　　－
（H24）
	40
（H25）
	－％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	


（平成24年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)


	　国内市場が縮小し、海外との競争が激化する中において、県経済の担い手である中小企業のイノベーションの芽を発掘・育成していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　どの支援メニューの有効性が高いか検証し、支援メニューのブラッシュアップ・効率化を図っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	実施初年度であるため、まずはセミナー等の開催により、イノベーションの考え方・手法等について企業に広く啓発する。同時に支援制度についても周知して、多くのイノベーション事業計画を公募・採択し、県内企業におけるイノベーションの萌芽を促進する。


